
報告第15号 

平成29年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の報告

について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１

項及び第22条第１項の規定により、平成29年度決算に基づく健全化判断比率及

び資金不足比率について、監査委員の意見を付けて報告する。 

平成30年９月５日提出 

養父市長  広 瀬   栄 

記 

１ 健全化判断比率                     （単位：％） 

 

平成29年度 

決   算 

早期健全化基準 財政再生基準 備考 

①実質赤字比率 － 13.05 20.0  

②連結実質赤字比率 － 18.05 30.0  

③実質公債費比率 7.2 25.0 35.0  

④将来負担比率 － 350.0   

（備考） 実質赤字額及び連結実質赤字額、将来負担比率が生じない場合は、

「－」と表示している。 

 

２ 資金不足比率                      （単位：％） 

特別会計の名称 

平成29年度 

決 算 

経営健全化基準 備考 

水道事業会計 － 20.0  

下水道事業会計 － 20.0  

（備考） 資金不足が生じない場合は、「－」と表示している。    



【参考】 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律 
（健全化判断比率の公表等） 
第三条  地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、実質赤字
比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）

並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付け

て当該健全化判断比率を議会に報告し、かつ、当該健全化判断比率を公表しなければならない。  
２  前項の規定による意見の決定は、監査委員の合議によるものとする。  
３  地方公共団体の長は、第一項の規定により公表した健全化判断比率を、速やかに、都道府
県及び地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）の長

にあっては総務大臣に、指定都市を除く市町村（第二十九条を除き、以下「市町村」という。）

及び特別区の長にあっては都道府県知事に報告しなければならない。この場合において、当該

報告を受けた都道府県知事は、速やかに、当該健全化判断比率を総務大臣に報告しなければな

らない。  
４  都道府県知事は、毎年度、前項前段の規定による報告を取りまとめ、その概要を公表する
ものとする。  

５  総務大臣は、毎年度、第三項の規定による報告を取りまとめ、その概要を公表するものと
する。  

６  地方公共団体は、健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類をその事務所に
備えて置かなければならない。  

７  包括外部監査対象団体（地方自治法第二百五十二条の三十六第一項に規定する包括外部監
査対象団体をいう。以下同じ。）においては、包括外部監査人（同法第二百五十二条の二十九

に規定する包括外部監査人をいう。以下同じ。）は、同法第二百五十二条の三十七第一項の規

定による監査のため必要があると認めるときは、第一項の規定により公表された健全化判断

比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について調査することができる。  
（資金不足比率の公表等） 
第二十二条  公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度の決算
の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を

監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率を議会に報告し、かつ、当該資金

不足比率を公表しなければならない。  
２  前項に規定する「資金不足比率」とは、公営企業ごとに、政令で定めるところにより算定
した当該年度の前年度の資金の不足額を政令で定めるところにより算定した当該年度の前年

度の事業の規模で除して得た数値をいう。  
３  第三条第二項から第七項までの規定は、資金不足比率について準用する。  


